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安保関連に対し、各自治体から意見書400件超
圧倒的多数が反対または慎重審議！
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本日の新聞によると、集団的自衛権行使容認の解釈改憲を閣議決定した

昨年７月１日以降の１年間で、全国の地方議会が国会に提出した安全保障

関連の意見書は469件にのぼり、反対は296件、慎重な審議を求める意見は

167件、合わせて463件だったと

報じました。一方、安倍政権を

支持する賛成意見はわずか６件

でした。

この安保関連については、こ

の間、圧倒的多数の憲法学者や

知識人などが「憲法違反」を指

摘してきました。他国の戦闘行

為に自衛隊が積極的に参戦する

行為は、誰が考えても「合憲」

とはならないはずです。

圧倒的多数の国民が戦争に反

対しているのです。安倍政権は、

このような意見を真摯に受け止

めるべきです。

ＪＲ東海労は、「戦争のでき

る国」づくりに反対し、たしろ

かおる参議院議員と連携して、

平和な社会を目指します。


